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心神喪失者の加害と賠償責任リスク
精神障害者の放火事件を中心として―
戸出正夫
1. 問題の所在
平成6年10月12B,尼崎市武庫町で不幸な事故が発生した。筋向いに住
む精神障害者が幻聴・幻覚により被害者宅からの「嫌な声」を聞き，これ
を排除するために火炎瓶を投げ込んだという。そのため，被害住宅を半焼
したのみか， 1名焼死， 2名重傷の被害を生じた（以下「武庫町事件」と
いう。）。本事件の被害者及び死亡した被害者の相続人は加害者に損害賠償
を訴求し，神戸地裁尼崎支部は平成10年6月16日，その請求を認め，原告
勝訴の判決を言い渡した（判夕1025号243頁）。
民法713条I)によれば，精神上の障害により，自己の行為の責任を弁識す
る能力を欠く者（以下「心神喪失者」という。）の加害行為による損害は損
害賠償の対象とはならず，ただ，故意または過失によって一時その状態（一
時の心神喪失）となった場合は損害賠償義務を生じるとしている。次いで，
1)民法713条は平成11年法149号により改正された。改正法は平成12年4月1日から
施行され，条文は次の通りである。
第713条［精神障害者の責任能力］精神上ノ障害二因リ自己ノ行為ノ責任ヲ弁識ス
ル能カヲ欠ク状態二在ル間二他人二損害ヲ加ヘタル者ハ賠償ノ責二任セス但故意又
ハ過失二因リテ一時其状態ヲ招キタルトキハ此限二在ラス
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心神喪失者が損害賠償を免れた場合，民法714条は監督義務者に中間責任2)
（事実上の無過失責任）を課している。
以上は心神喪失者のみならず，責任を弁識することができない未成年者
（法律実務上は12歳程度以下）（両者を併せて「責任無能力者」という。）に
も適用されるルールである（民法712条）。
そうすると被害者には，次のようなリスクの存在が認められる。
(1) 心神喪失者または責任を弁識することができない未成年者の加害行
為による損害は賠償してもらえない。しかし，監督義務者が居れば，
賠償してもらえる可能性が高い。
(2) 心神喪失者の場合は成年者が多く，監督義務者が居ない場合がある
ため，損害を生じても賠償がとれない場合が多い。
一方，加害者から見ると，この裏返しに過ぎないが，次のようなリスク
が存在する。
(a) 心神喪失者または責任を弁識することができない未成年者の加害行
為による損害は賠償しなくてもよい。しかし，監督義務者が居れば，
賠償義務が発生する場合が多い。
(b) 心神喪失者の場合は成年者が多いため，監督義務者が居ない場合が
多く，損害を生じても，賠償義務者が居ないことになるので，賠償し
なくてもよい。しかし，心神喪失を認めないケースもある町賠償を命
じられる。）。武庫町事件判決のように，故意または過失による一時の
2) 中間責任とは，講学上の用語であり，過失責任主義のもとにおいて，被害者に課
されている加害者の故意または過失の挙証責任を，加害者に転換した場合を指す。
挙証の困難性から，加害者の責任となることが多いため，事実上の無過失責任とい
われることがあるが， もとより中間責任と事実上の無過失責任は同義ではない。
3)後述「6心神喪失と家庭危機」参照。たとえば，酪酎状態で放火したケース（東
京控訴院大正 5年3月23日判決新聞1119号24頁），精神病院で，入院患者が他の患者
に暴行を加えて死亡させたケース（大阪地裁昭和61年 9月24日判決判夕624号191
頁），無期懲役中の殺人犯が（直前10日間，精神病院に入院），散弾銃の流れ弾によ
り死亡・重傷を負わせたXらから賠償を求められたケース（福岡地裁小倉支部平成
6年3月29日判決判夕870号219頁）等，いずれも心神喪失の主張が退けられている。
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心神喪失を認定し，心神喪失者に賠償義務を負わせることは珍しい。
以上の加害行為を火災事故に限定して考えると，失火責任法の存在によ
り，理論は一層複雑となる。民法714条が中間責任で重い責任を加害者側に
課すのに対し，失火責任法は加害者側の過失責任を宥恕しようとするため
である。この点に関して，最高裁判所は平成7年に新判断を示した（最高
裁（三小）平成7年 1月248判決・民集49巻 1号25頁）。すなわち，単純はめ
込み説を採用し，責任無能力者の監督に付き，監督義務者に重過失がなけ
れば賠償を要しないというものである 4)。
ところでこの武庫町事件は心神喪失者の「過失による一時の心神喪失」
を認め，賠償を命じた極めて珍しい事件である。心神喪失者本人の責任を
認めたのであるから，監督義務者の賠償義務を論じる余地はない。今後，
このような判断が出てくるとしたならば，心神喪失者といえども賠償リス
クを負うことになる。
従来，責任無能力者の火災事件の判例は責任を弁識することができない
未成年者の事件のみであった。本件心神喪失者の火災事件の判例は初めて
であり，心神喪失者を抱える家庭の深刻なリスクを浮き彫りにしたといえ
るのである。
2. 事件の概要
(1) yは訴外 I社に勤務していたが，昭和60年に妻を交通事故で亡くし，
昭和63年に再婚したが，平成2年に離婚し，以来， Xらが居住する本
件建物と道路を隔てた隣接地で一人暮らしをしていた。平成3年， Y
は訴外 I社を退職したが，そのころ，居酒屋経営者訴外Bと親しくな
った。このころまでは， Yに異常な言動は見られなかった。
(2) 平成6年8月ごろ， Yは訴外Bに「Xさん方に若いヤクザがいる。
4)本判決については，拙稿「責任を弁識する能力のない未成年者の行為により火災
が発生した場合における監督義務者の責任」白鵬法学9号333頁以下参照。
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自分は狙われている。」など，幻覚を訴えるようになった。そして，同
月31日午前 2時ごろ， Yは訴外Bの居酒屋に米て，「Xさんの奥さん
(X1)が殺されている。」といったため，訴外Bが警察署に連絡し，警
察官がX宅に駆けつけるという騒動があった。
(3) 平成6年9月17日， Yは宝塚市内の旅館に宿泊していたが，警察署
に「誰かに狙われている。」と電話で連絡し，駆けつけた警察官に保護
された。また，同20日，同市内を徘徊していて警察官に保護され，自
宅に搬送されている。同25日には，同市内の別の旅館に宿泊中に警察
署に電話して，警察官から事情聴取を受けている。
(4) 訴外Bは以上の出来事から，いつYが刑事事件を起こすかもしれな
いと心配して，平成6年9月初旬ごろから， Yに対して精神科を受診
するように何度も勧めていた。 YはX方から聞こえてくる「嫌な声」
のために不眠となっており，徐々に頭がおかしくなってきたと思うよ
うになったが，精神科を受診する気にはなれなかった。訴外Bは心配
して，民生委員や保健所，精神科の医師等に相談していた。
(5) 訴外Bは平成6年10月12日 (Yが放火した日）に尼崎市内の精神科
の医師の診察を予約した。その前日には， Yも，受診することを諒承
していた。
(6) yは平成6年3月20日から同年10月11日まで腰痛と肝炎のため，尼
崎市の訴外C外科医院で治療を受けていた。同年9月末ごろより，訴
外C医院の訴外D医師に不眠を訴えていたが，同医師はYについて，
やや神経質と感じたが，受診態度は特に変わったところはないと認識
していた。
また， Yは万ーに備えて， 自己名義の預金通帳や不動産の権利書等
を訴外Bに預けていた。更に，本件放火に至るまで，買い物や炊事等
の日常生活は自分で行っていた。
(7) 平成6年10月12日， YはX方から「嫌な声」が聞こえてきたので，
同日午前2時55分ごろ，その声を排除するためにX方に火炎瓶を投げ
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込んで本件放火に及んだ。その結果， X宅の 1 階30m•が焼失し，ふとX2
は火傷を負い，x,の娘である訴外Aは一酸化炭索中毒により死亡した。
Yは本件放火後，逮捕勾留されたが，不起訴処分となり，現在（平
成8年11月）まで訴外E病院に入院しており，医師の診断では，入院
当初は，幻覚等が見られ，被害妄想を繰り返していたが，現在では，
Yから幻覚症状の訴えはない。
3. 判旨（認容）
(1) yの心神喪失は一時的なものであったか。（肯定）
Yは，平成6年8月以降，幻覚，幻聴に悩まされるなど，明らかに
正常でない行動が多数見られ，当日も「嫌な声」を聞き，これを排除
するために火炎瓶を投げ込んだものであって，「本件放火行為当時，心
神喪失の状態にあったことは明らかである（この点は一中略~当
事者間に争いがない。）。」
しかし， Yは平成6年8月以降も，一人で日常生活を送っており，
二度にわたって旅館に宿泊したが，異常性から宿泊を拒否されるなど
の事情はなく，訴外Bに対し，自己名義の預金通帳や不動産の権利書
等を預託するなどしており， Yは「徐々に頭がおかしくなってきたこ
とから，医師の診察を受ける必要性があることを認識し」，放火前Hに
精神科の診察を受けることを了解していたし，腰痛治療の医師訴外D
は特に変わったところはなかったと述べており，「Yの精神状態が継続
的に心神喪失の状態であったとは認めることができず，本件放火行為
は，一時的な心神喪失状態に陥った状態でなされたもの」である。
(2) 心神喪失を招くについてYに過失があったか。（肯定）
Yは，本件放火直前の時期 (9月中旬または下旬ごろ）には，幻聴
により徐々におかしくなってきており，幻聴を改善し眠れるようにす
るため医師の診察を受けることが必要と認識していた。「そうすると，
196 (714) 第 45 巻第 4 号
右幻聴が原因で，正常な判断力を失う可能性があることを右の時期に
おいて充分に認識予見できたというべきであり，この時期を無為に過
ごして医師の治療を受けず，心神喪失状態を招来して本件放火に及ん
だことについて， Yには過失があったというべきである。」また，「嫌
な声」から自分の身を守るために，刃物や火炎瓶などを準備していた
ことが認められるが，「嫌な声」に対して，自己防衛として攻撃を加え
る可能性が客観的に認められ，「しかもこの可能性を自ら予見していた
ということができる」し，自らを「治療を受けない状態で放置するこ
との危険性は認識し得たというべきである。」
(3) 結論
Yは本件放火当時，心神喪失状態であったが，それは一時的なもの
で，「右心神喪失を招くについてはYに過失が認められるから，民法713
条但書により，同法709条の不法行為に基づく損害賠償責任を負うこと
になる」
4. 責任無能力者及び監督義務者の賠償責任
わが民法は，未成年者であって，自らの行為の責任を弁識することので
きない者（民法712条）及ぴ心神喪失者（同713条）に対しては，賠償義務
を課していない。その代わり，これを監督すべき法律上の義務ある者が損
害の賠償をすることになっている（同714条）（中間責任）。未成年者の場合
は，通常，親権者が法律上の監督義務者であり，父母または父か母のいず
れかが居ることが殆どのため，問題はない。ところが精神障害者の場合は，
その多くは成年に達しているため，親権を行う者はいない。
「精神保健及ぴ精神障害者福祉に関する法律」（以下，「精神保健法」と
いう。） 20条1項は，精神障害者の後見人または保佐人，配偶者，親権者，
扶養義務者（扶養義務者のうち家庭裁判所が選任した者）が保護者となる
旨定めており，但書各号で保護者となれない者を規定している。そして，
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同条2項は，保護者が数人あるときの順位を定めている。それによれば，
第1順位は後見人または保佐人，第2順位は配偶者，第3順位は親権者，
第4順位はそれらの者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した
者となっている。また，同法21条は20条の保護者が居ないときは，精神障
害者の居住地を管轄する市町村長が保護者となる旨規定している。そうす
ると，精神保健法上，精神障害者と認められない成年者には，原則として，
保護者は居ないことになる丸
ここで，民法でいう「法律上の監督義務者」とは，精神保健法にいう保
護者と解することができるかどうかは問題である。一般的には同義と解釈
することができたとしても，なお疑問が残る。なぜなら，精神障害者が壮
年の男性であるとすれば，力も強く，保護者はより力の弱い妻，妻がいな
ければ年老いた父母であり，精神障害者が事件性のある行動を取ろうとし
ているとき，それを力ずくでも阻止する行動に出ることができない。それ
でも，民法でいう「法律上の監督義務者」であるとすれば，賠償義務を負
わすことになるが，それでもよいのであろうか。まして，保護者が市町村
長のときは，監督が事実上難しく，それでも賠償義務があるとすることは
できないのではないか。難問である。この点に関しては，最高裁(-小）
昭和58年2月24日判決（判時1076号58頁，判夕495号79頁）は他人に障害を
おわせた精神障害者の両親（精神保健法上の保護者）の責任（民法上の責
任）を否定している丸
5)但し，成年被後見人（旧禁治産者）には後見人が，被保佐人（旧準禁治産者）に
は保佐人が選任されている。これらの者には，保護者が居ることになる。なお，民
法16条1項の審判を受けた被補助人には補助人が付されるが，精神保健法20条の解
釈上，補助人は保護者に含まれないと解すべきであろう。
6)その他，親権者または保護者の責任を否定した下級審判例については，拙稿「民
法第714条と失火責任法の交錯」『創立六十周年記念損害保険論集』900頁注7に掲げ
るものがある。また，責任を肯定した判例としては，通院加療中の精神分裂病患者
による殺人事件について，親権者に民法714条の監督義務憬怠を認めて損害賠償を命
じた高知地裁昭和47年10月13日判決（下民集23巻9-12号551頁）がある。
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ドイツ法においては，民法827条”が「意識を喪失した状態又は自由な意
思決定ができない精神活動の病的な障害状態のもとで，他人に損害を加え
た者は，その損害について責任を負わない。アルコール飲料又はこれと類
似のものによって自ら一時的にこの種の状態におちいった者は，この状態
で違法に生ぜしめた損害について，過失がある場合と同じ責任を負う。過
責によらないでこの状態におちいったときは，責任は生じない。」（潮見一
雄「ドイツ不法行為法仮訳と解説く9〉」判夕395号25頁）と規定し，同829
条8)は「第823条から第826条までに掲げる場合の一において自己が加えた
損害について第827条又は第828条（未成年者，聾唖者の責任無能カ・筆者
注）に基づいて責任を負わない者は，損害の賠償が監督義務のある第三者
から得られない限り，事情により，特に当事者の関係によって損害填補が
衡乎に適い，相応な生計並びに法定扶養義務の履行のために必要な資力を
失わせない限度で，損害を賠償しなければならない。」（潮見• 前掲仮訳と
解説く11〉判夕401号33頁）と規定している。
7)§827 Wer im Zustande der BewuBtlosigkeit oder in einem die freie Willensbil-
dung ausschlieBenden Zustande krankhafter Storung der Geistestatigkeit einem 
anderen einen Schaden zufi.lgt, ist fir den Schaden nicht verantwortlich. Hat er 
sich durch geistige Getranke oder ahnliche Mittel in einen voriibergehenden 
Zustand dieser Art versetzt, so ist er fir einen Schaden, den er in diesem 
Zustande widerrechtlich verursacht, in gleicher Weise verantwortlich, wie wenn 
ihm Fahrlassigkeit zur Last fiele; die Verantwortung trit nicht ein, wenn er 
ohne Verschulden in den Zustand geraten ist. (Staudingers Komm. z. BGB., 
Zweites Buch, §§826-829, Bearb., 1998 p.188) 
8)§829 Wer in einem der in den§§823 bis 826 bezeichneten Falle fi.lr einen von 
ihm verursachten Schaden auf Grund der§§827, 828 nicht verantwortlich ist, 
hat gleichwohl, sofern der Ersatz des Schadens nicht von einem aufsichtspflich-
tigen Dritten verlangt werden kann, den Schaden insoweit zu ersetzen, als die 
Billigkeit nach den Umstanden, insbesondere nach den Verhaltnissen der 
Beteiligten, eine Schadloshaltung erfordert und ihm nicht die Mittel entzogen 
werden, deren er zum angemessenen Unterhalt sowie zu Erfiillung seiner 
gesetzlichen Unterhaltspflichten bedarf. (ibdem p.218) 
心神喪失者の加害と賠償責任リスク（戸出） (717) 199 
827条の規定から， ドイツ民法の立場も，わが民法713条とほぽ同じであ
ると理解されるが， 829条の規定により，彼我の間には大きな隔たりがある
ことが分る。すなわち，心神喪失者は賠償責任を負わないところまでは同
じであるが，ドイツ民法829条は，心神喪失者による加害により損害を生じ
た場合，監督義務ある者からの賠償が得られないときに限り，事情により
損害填補が衡乎に適い，相応な生計及ぴ必要な資力を失わせない限度で心
神喪失者に損害賠償義務を認めているからである。
フランス法においては， 1970年，民法489条の 2が新設された。すなわち
"Celui qui a cause un dommage a autrui alors qu'il etait sous 
l'empire d'un trouble mental, n'en est pas moins oblige a repara-
tion." (CODE CIVIL Dalloz 1995-96) (精神障害の状態の下で，他人に
損害を負わせたものは，賠償の義務を負う。）と規定し，精神障害者といえ
ども賠償責任を免ぜられることはないのである。
イタリア法においては，民法2047条が「（無能力者によって惹起された損
害）意図しまたは意欲する能力のない者によって惹起された損害の場合に
は，その賠償は，無能力者の監督につき義務を負う者によって負担される。
被害者がその監督義務を負うている者から賠償を取得することができなか
った場合には，裁判官は，当事者の経済的状態を考慮して，加害者自身を
公平な賠償額において有責のものとすることができる。」（風間鶴寿『全訳
イタリア民法典』法律文化社308頁）と規定している。この規定は前述のド
イツ法の立場に酷似する。すなわち，心神喪失者の加害により損害が生じ
た場合，監督義務者から賠償を得ることができないとき，衡平責任の理念
の下に，裁判官は心神喪失者の経済状態により，障害者に損害賠償を命じ
ることができるのである。
わが国においても，このような心神喪失者の賠償責任は，政策的な見地
から事情に応じて認め得るようにすべきではないかとの有力な主張もある
（加藤一郎『不法行為〔増補版〕』有斐閣142頁）。
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5. 責任無能力者の失火責任
未成年者である責任無能力者について，前述最高裁平成 7年判決は民法
714条に失火責任法を単純にはめ込み，責任無能力者については当然ながら
賠償責任はなく，監督義務者についても，監督に付き重過失がなければ賠
償を要しないとした（単純はめ込み説）。
心神喪失者の失火（放火）事件については，心神喪失者または監督義務
者の責任を判断した判例はいままでになく，下級審ではあるが本判決が初
判例である。心神喪失者が放火または失火した場合であって，心神喪失と
なったことに付き本人に故意も過失もなければ（民法713条但書適用事例で
なければ） 9), 前掲最高裁平成7年判決の理論が適用されると解してよいと
考えられる。けだし，現行法の下においては，民法714条の解釈につき，未
成年者である責任無能力者と心神喪失者である責任無能力者とで，異なる
解釈をすることはあまりにも明文から乖離すると考えるからである。
本件は加害者Yが，心神喪失を故意または過失によって自ら一時的に招
いたと認定されたため，一般の失火責任事件となった。すなわち，失火者
Yに故意・重過失が認められれば， Xらに対し不法行為に基づく賠償責任
を負うことになる。本件は放火（故意）であるから， Xらに対するYの責
任が認められた。
また，心神喪失者の放火が認められた事例で，法律上の監督義務者また
は保護者に責任が追及されたのではなく，精神病院の管理上の責任が認め
られた事件として，宇都宮地裁足利支部昭和50年12月23日判決（判時811号
29頁）がある。入院中の一部患者が逃走を企てて放火したため，入院患者
9) ここに故意・ 過失とは，一時的に心神喪失を招米することについての故意・過失
で足り，一時的心神喪失状態になって加害行為をすることについての故意・過失で
はない（通説）（静岡地裁乎成5年 3月26日判決判時1504号111頁，判夕825号189頁
参照）。
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47名中17名が焼死した痛ましい事件であるが，本稿の目的と異なるので触
れない。
6. 心神喪失と家庭危機
心神喪失者の加害事件で家庭危機に直接結び付く事件は多いと思われる
が，法廷で賠償責任が争われた事件は多くない。しかし，数少ない判例で
はあるが，その内容は深刻である。ここでは，判例集等に搭載された事件
の代表的なものを見てみたい。
(1) 心神喪失が認められ，監督義務者の責任が肯定された判例
① 京都地裁昭和29年11月25日判決（下級民集5巻11号1924頁）
昭和26年12月26日，てんかんの発作による心神喪失中の未成年者が間借
人のX (女性）の顔に長さ10センチの深い切り傷を負わせた。加害者には，
1週間ないし10日間に 1度のてんかんの発作があり， しばしば薪割を振り
上げてガラスを割るなどの衝動的な挙動があったと認められている。判決
はYら（両親）には，日常，特にその挙動を監視し，不慮の事故の発生を
防止する義務があったが，同人の監視に留意した形跡が見られないとして，
Yらに10万円の損害賠償を命じた。
② 高知地裁昭和47年10月13日判決（下級民集23巻9~12号551頁）
昭和45年7月24B午前8時ごろ，訴外Aは何ら関係のない訴外B女を理
由もなく殴打していた。それを見た訴外Cはこれを制止したが，激昂した
Aは石でCの頭部等を乱打して頭蓋骨骨折，脳挫傷等の傷害を与え，その
場でCは死亡した。訴外Aは昭和40年11月以降，精神分裂病のため， 3回
入退院を繰り返し，凶行当時も通院中であった。 Aは就職もせず，父親で
あるYが扶養していた。判決は訴外Aの凶行は心神喪失の間に行われたも
のであり，「YはAを監督すべき法定の義務者と同一視すべき地位にあった
というべきである。」と判示して， Yに賠償を命じた（筆者注；加害者の父
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親であるYが，なぜ監督義務者と同一視すべき者なのかの理由が明確でな
い。）。
③ 福岡地裁昭和57年3月12日判決（判夕471号163頁）
昭和52年7月9日午後1時ごろ，訴外Aは訴外亡B宅に赴き，所携の出
刃包丁で亡Bの顔面及び頭部を滅多切りにして，死亡させるに至った。訴
外Aはかねて父Yと同居していたが，昭和47年ごろから，奇異な言動があ
り，同年4月に精神病院に入院していた。同年12月11日に同病院を退院し
た際，訴外Aに対し通院及び服薬を継続することを， Yに対しAの服薬を
監督指導することをそれぞれ注意した。その後， Aは入退院を繰り返した
が，昭和50年5月31日，再退院した。しかし，昭和52年3月末ごろには，
通院及び服薬をやめ，仕事も失った。訴外Aの病状は悪化し，同年7月3
日ごろの夕方，下着一枚で高さ 3尺のプロック塀の上を奇声を発しながら
歩き，同月 7日ごろの夕方，外出後，自宅が分らなくなり，翌 8日夕方に
は，自宅の周囲を放心状態で徘徊するに至った。 Yは自転車の転倒により
2度にわたっで怪我をしており，入院後，温泉治療をしていた。事件当日
の9日， Yは温泉治療を怠るわけにもいかないと考えて，午前6時ごろ出
発した。訴外Aは同日正午頃より精神分裂病の症状が顕著に発現し，自宅
内を大声を発して走り回り，ついに自宅の出刃包丁を持ってX宅に侵入し，
訴外亡Bを殺害するに至った。
判決は訴外Aの心神喪失を認定した上で， Yは訴外Aの実父であり，入
退院の手続きに付き添い，退院時医師から服薬管理の指示を受け， A及び
自分の怪我による入院時を除き，同居してAの身の回りの世話をしていた
ことを認定している。そして①精神保健法上の保護義務者は民法714条の法
定監督義務者に該当する，②選任手続きを経ていない等，形式的要件を欠
くため保護義務者に該当しない場合，民法714条の規定の適用が排斥される
とすれば，これ（選任手続）を不当に怠った者よりも重い責任を負わされ
ることになるので不合理である，③ 「正義公平の理念に照らし，社会通念
上法定の監督義務者と同視し得る程度の実質を備え，」選任手続きが履践さ
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れれば当然保護義務者として選任されるであろう事実上の監督者は民法
714条2項により，代理監督者である，と判示してYの賠償責任を肯定し，
Xの請求を認容した。
(2) 心神喪失が認められ，賠償責任が否定された判例
④ 東京地裁平成5年 1月26日判決（判時1481号1477頁）
平成2年12月18日， Yはてんかんの発作により，井の頭線渋谷駅ホーム
の階段途中から転落し，前を歩いていたXに衝突して落下させ，骨折等の
障害を負わせた。判決はてんかんの発作は中程度であるとし，その間を心
神喪失とし，付添人を同行する義務はないとして賠償責任を否定した。
(3) 一時の心神喪失と認定され，賠償を命じられた判例
⑤ 名古屋地裁昭和60年 2月14日判決（判夕555号247頁）
昭和57年 5月16B,XはY汲ぴY占 7名で，シンナー遊びをしていた。
X及びY2はシンナーにより心神喪失状態となっていた。Xはシンナーの入
ったビニール袋を落としたため，ズポンの下腹部あたりを濡らしたので，
それを見たY1はXが尿を漏らしたものと信じて，それを見るために点火し
たライターをXのお尻のあたりに近づけたところ，突然シンナーに引火し
てXのズポンが燃え上がった。判決はY1はシンナーが引火性の強いことは
知っており， Xにシンナーが付着している可能性があることを予見するこ
とができるのであるから，ライターの火をXに近づけることをすべきでな
い注意義務があったと判示し， Y1には過失があるとした。
Y2には， Y1がXにライターの火を近づけるのを制止すべき注意義務があ
ったというべきであるが， Y2はシンナーの吸引により，心神喪失状態であ
った。判決は自ら招いた一時の心神喪失であり過失責任を免れるものでは
ないと判示し， Y1及びY2に賠償を命じたが， Xの過失相殺割合を 7割とし
た。
⑥ 静岡地裁平成5年3月26日判決（判時1504号111頁，判夕825号189頁）
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昭和63年4月23日，アルコール依存症のYがA宅に押し入り，訴外Aと
もみ合いになり， Yは持っていた果物ナイフでAの胸を刺し，殺害して逃
走した。当時， Yはアルコール依存症から脱しようとしており，断酒を幾
度も試みている。 Yの断酒による離脱症状は「大離脱」に相当する状態に
あり，その精神状態は現象的に精神分裂病における幻覚妄想状態と何ら変
わらないとされている。本件事件前後のYの行動及びその動機が極めて特
異なものであることから，本件加害当時， Yは心神喪失の状態にあったも
のと認定された。判決は，安易に断酒，節酒した場合には，幻覚等が生じ，
これが嵩じて自己の行為についての判断能力を失うに至る可能性があるこ
とは，経験上，十分に予見が可能であったのであるから， Yに民法713条但
書の過失（一時の心神喪失を招くについての過失）があると判示して， Y
に対して総額7800万円の損害賠償を命じた。
(4) 心神喪失とは認められず，加害本人に賠償を命じた判例
⑦ 東京控訴院大正5年3月23日判決（新聞1119号24頁）
大正2年10月27日午後9時ごろ， YはX所有の家屋に放火した。その結
果，母屋と離れ座敷を全焼した。 Yは心神喪失の間の放火であると主張し
たが，判決は飲酒による訛町であったが，病的な酪酎ではなく，なお飲酒
したいとの欲望からの放火であると判示し， Yに損害賠償を命じた。
⑧ 大阪地裁昭和61年9月24日判決（判夕624号191頁）
昭和57年10月19日午前零時40分ごろ，訴外亡Aは職場のストレスからノ
イローゼになり精神病院に入院中であったが，同室の入院患者Yに暴行を
加えられ死亡した。 Yは刑事事件においては不起訴処分となったが，民事
事件として損害賠償を訴求された。判決はYの病状等を細かく検討し，本
件事故当時，Yの行動は罹患していた精神病の症状とは異なるものであり，
この病状が是非弁別の判断力と，それに従って行動する能力とを全く失わ
せるほどのものであったとは認めがたいと判示し， Yに対し損害賠償を命
じた。
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⑨ 福岡地裁小倉支部平成 6年3月29B判決（判夕870号219頁）
平成元年9月3日午前10時30分ごろ， Yはかねで恨みに思っていた訴外
Aの殺害を決意し，自宅から実弾入りの散弾銃を持ち出し，幅員3ないし
4メートルの市道上で，路上にいた訴外Aに向けて 4メートルの至近距離
から散弾銃を発砲した。訴外Aは体をひねってかわしたため命中せず（そ
の後，追い詰められて射殺された。），後方に居た関係のない訴外亡Bの頭
部，兄の臀部から腹部に命中し， Bは30分後に死亡，兄は小腸貫通創の重
傷を負った。 Yは本件事故を起こす前に異常な興奮状態を示して， 10日間，
総合病院の精神科に入院していたこと，本件事故前夜から当日朝にかけて
ビール中瓶数本を飲み，若干寝不足気味であったこと，訴外Aに対する怒
りから興奮状態にあったこと，訴外亡Bやx,が付近にいたことを認識して
いなかったこと等が認められている。判決はYは犯行当時の記憶に欠落は
なく，捜査官に詳細な供述をしていることが認められ，「これらの事実によ
ればYが本件事故当時心神喪失ないしは心神耗弱状態にあったことを推認
することはできず，本件全証拠によってもYが本件事故当時心神喪失ない
しは心神耗弱状態にあったことを認めることができない」と判示し， Yに
損害賠償を命じた。
7. おわりに
以上見てきたように，心神喪失者の加害により損害を受けた被害者は，
当該心神喪失者に損害賠償を求めることができない。しかし，被害者は泣
き寝入りする必要はない。法律上の監督義務者に賠償を求めることができ
るからである。また，心神喪失が本人の故意または過失によって生じたも
のなら，「一時の心神喪失」として，賠償を請求できることも分った。特に，
本稿が採り上げた主判例「武庫町事件」は，本人が精神科の診療を受ける
のを躊躇している間に生じた事件で，法廷は「一時の心神喪失」を認めた。
判例の傾向は定かではないが，流れは精神障害者に厳しくなっているよう
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にも見える。
しかし，心神喪失者が精神障害者の場合は問題が生じる。すなわち，
① 精神保健法20条に定める保護者及び同21条に定める保護者がいない場
合があると考えられるが，その点をどう解決するか。（犯罪被害者給付金
支給法の類推適用を考える。このような被害者救済は国民全体で行うべ
きではないか。）
② 精神保健法上の保護者を民法714条に定める法律上の監督義務者と解
釈してよいのか。（消極）
③ 精神障害による心神喪失者でも，資産を多く持っている場合もあり，
このようなときでも責任はないとしてよいのか。（立法政策上，有責とす
べきではないか。法改正が望まれる。）
④ 精神障害者による個人生活上のリスク（家族の負うリスク，近隣の負
うリスク）の増大にいかに対処すべきか。
以上のような難問が存在するが，実際に，精神障害者を持つ家庭や地域
の悩みは極めて大きいというべきであろう。結局は精神障害者の人権に配
慮しつつ，精神保健法23条以下の規定を有効に用いるべきではなかろうか
（地域社会で障害者を包み込む必要）と考えるが， どうだろうか。
おわりになったが，本稿を関西大学教授亀井利明先生に捧げる。誠に拙
い論文であるが，先生の古希を心から寿ぎ，ご退職の記念と致したい。先
生には，昭和38年からご厚誼を賜っているが，指折り数えると， もうすぐ
40年となる。 40年間に先生から賜った学恩の大きさは計ることはできず，
また先生との想い出は尽きるところを知らない。今後，令夫人共々，ご健
勝にわたらせられんことを心から祈り，稿を閉じたい。
（本稿は，去る 7月22日，関西大学で行われた「家庭危機管理学会」創立
記念大会における研究報告を補足修正したものである。）
以上
